（様式１－１）
平成　　　年　　　月　　日
関東経済産業局長　宛
所属機関名又は事務所名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
応募者氏名：　　　　　　　　　　　　　　印
「平成２３年度中小企業支援ネットワーク強化事業（上級アドバイザー）」に係る応募申請書
下記のとおり申請します。
記
１．申請内容
（１）上級アドバイザー応募申請書（様式１－２）
（２）上級アドバイザー応募者の概要（様式２）
（３）中小企業支援機関からの推薦書（様式３）
（※中小企業支援機関から直接提出される場合は、その旨記載して下さい。）
（４）中小企業からの推薦書（２企業分）（様式４）
（※提出は任意）
（５）上級アドバイザー応募者の支援事例（２企業分）（様式５）

２．添付書類　

（※必要に応じ申請内容を補足する書類を添付してください。）
（様式１－２）
上級アドバイザー応募申請書
本様式は、上級アドバイザー応募者自身に記入していただく様式です。応募者の中小企業支援に対する思いや情熱といったものを積極的にアピールしてください。
	上級アドバイザー応募者の氏名
所属機関名又は事務所名
専門分野

１．これまで中小企業支援業務に従事していた期間及び中小企業支援業務の内容について記述してください。

２．上級アドバイザーに応募しようと考えた動機について記述してください。
３．中小企業支援の手法における自らの特徴（得意な点）についてどのように考えるか記述してください。
４．上級アドバイザーになった際にどういった目標（定性的・定量的目標）を掲げたいか、また、どのようなことを実現したいかを記述してください。
５．上級アドバイザーになった際の主な活動可能エリアについてご記入下さい。

　（例：○○県全域、◇◇市、△△商工会議所地区　等）
６．上級アドバイザーになった際の活動可能日数についてご記入下さい

　　年間　　　日、週　　　程度

７．上級アドバイザーになった際の活動拠点となる場所、巡回を予定する支援機関の数、巡回を予定する主な支援機関名及び支援を予定する中小企業者数をご記入下さい。

　・活動拠点（例：○○事務所、自宅、中小企業支援機関名　等）
　
・巡回を予定する支援機関の数

・巡回を予定する主な支援機関名
　・
　・
　・
　・
・支援を予定する中小企業者数（年間）



（様式２）
上級アドバイザー応募者の概要
※本様式は、上級アドバイザー応募者自身に記入していただく様式です。
	ふりがな
	写真
添付

	氏　　名
生年月日　　年　　月　　日生（　　歳）
	

	所属機関名又は事務所名
	役　職

	
	

	所属機関又は事務所所在地：

	電話番号：

	メールアドレス：

	主な資格（学位を除く）
中小企業大学校研修等受講状況

	

	履歴事項

	（始　期）
	（終期・現職）
	（役職）

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	支援実績（これまでの中小企業等に対する過去３年間の主な支援実績に加え、特記すべき実績があればそれらについて記入してください。）
・支援した中小企業数　約　　　社

うち公的中小企業支援機関事業において支援した中小企業数　約　　　社

　　公的中小企業支援機関名：

　　該当事業名：

・特記事項

・過去の公的中小企業支援機関事業への参画延べ年数　　　年


	現在の所属機関において担当している事業及び勤務形態


	現在の所属機関における、国又は地方自治体からの人件費の補助金等の受給の有無（該当する方を○で囲ってください）
受けている　　　　　受けていない




	優れた中小企業支援能力を有していると考える理由（募集要領Ⅳ.２．に記載の上級アドバイザー選定基準の項目に則って記入してください。）
①中小企業の経営支援に関する優れた知識・能力・経験・実績を有していること。
②中小企業の経営課題の抽出、課題克服など中小企業の事業計画策定等を支援する優れた能力・経験を有していること。
③中小企業の経営課題の克服を支援するため、専門人材を活用する優れた能力・経験を有していること。
④関係機関等との連携・関連施策の活用等を実施する優れた能力・経験を有していること。
⑤幅広い分野又は特定の専門分野において優れた支援ノウハウを有していること。
⑥活動エリアの経済事情を熟知し、当該地域の中小企業に関する優れた知見を有していること。

⑦中小企業の支援に関して地方自治体や地域の中小企業の支援機関等と有効なネットワークを有すること。
⑧中小企業の高度・専門的な経営課題等を解決し得る専門家の情報を十分に提供できること。
（上級アドバイザーとして採択された場合に、中小企業へ派遣又は情報提供できる専門家の種類、数等を記述してください。）




（様式３）
中小企業支援機関からの推薦書
本推薦書は、募集要領７ページⅥ．応募要領に掲げる中小企業支援機関等に記入いただく様式です。
本推薦書（別紙３－３）については、記入する支援機関の判断で、関東経済産業局へ直接提出又は推薦書を封入して提出していただくことも可能です。その場合も、募集締切日の平成２３年２月２１日（月）１７時必着ですので、ご注意願います。
	（推薦機関記入事項）
推薦機関名
推薦する上級アドバイザー応募者の氏名
推薦する上級アドバイザーの所属機関名又は事務所名
１．推薦する上級アドバイザー応募者と推薦機関との関係を記述してください。

２．全体として、この応募者を上級アドバイザーに推薦する理由を記述してください。
３．上級アドバイザーとしての応募者の強みを記述してください。
４．推薦する上級アドバイザーの活動において、貴支援機関の協力体制についてご記入ください。
○推薦者氏名（サイン）　　　　　　　　　　　　　　（役職：　　　　　　　）
　　推薦機関名：
　　推薦機関の住所：
　　推薦機関の電話番号：
（本様式１．で応募者が推薦機関で勤務している（していた）と回答された場合）

　○推薦するアドバイザー応募者が中小企業支援業務に従事していた際の直近の謝金水準（単価（※））　　（　　　　　　　　　円）

　○上記直近の謝金水準（単価（※））が適用される前提条件を下欄に記載してください。

（ex.１日当たり６時間以上勤務の場合に適用される１日当たり単価　等）

※　当該謝金水準の根拠となる当該機関の謝金規定を本推薦書の別添として提出してください（なお、当該謝金規定の該当部分が分かるよう、アンダーライン等を付して、明示してください。）

　推薦するアドバイザー応募者が、上級アドバイザーとして採択された場合の上級アドバイザー謝金単価の適用の参考情報として活用されます。




注１：本推薦書は中小企業ネットワーク強化事業上級アドバイザーの募集審査資料であり、その他の目的には使用しません。また、名前が公表されることもありません。
注２：なお、推薦機関に対し、本推薦の内容を照会する場合があります。
（様式４）
中小企業からの推薦書（任意）
本推薦書は、上級アドバイザー応募者から支援（サービス）を受けた経営者で、当応募者こそ上級アドバイザー募集要領Ⅳ．２．選定基準に掲げる上級アドバイザーに相応しいと推薦くださる方に記入いただく様式です。
※本様式の提出は任意です。提出する場合は１人の応募者につき、２枚（２人の経営者から）の推薦書を提出してください。
	（推薦者記入事項）
推薦する上級アドバイザー応募者の氏名
推薦する上級アドバイザーの所属機関名又は事務所名
１．全体として中小企業支援者としてのこの応募者を推薦する理由（具体的な支援効果も含む）を教えてください。
２．中小企業支援者としての応募者の強みはどこにあると思いますか。
　○推薦者氏名（サイン）　　　　　　　　　　　　　　（役職：　　　　　　　　　）
　　貴社名：
　　貴社の住所：
　　貴社の電話番号：
　※本推薦書は上級アドバイザー募集審査資料であり、その他の目的には使用しません。また、名前が公表されることもありません。


（様式５）
上級アドバイザー応募者の支援事例
本様式は、上級アドバイザー応募者自身に記入していただく様式です。
過去３年以内に支援した中小企業に関する情報と、その企業に対する支援策の詳細を記入してください。
※１人の応募者につき、本様式を必ず２枚（２つの支援事例）を提出してください。
	上級アドバイザー応募者の氏名
所属機関名又は事務所名
公的支援機関実施事業の場合は支援機関名
１．支援先企業の基本情報
業種：　　　　　　　　　　　　　　　事業概要：
規模　　　　　　　　　　　　　　　　期間：
　　社員数　 ：　　名　　　　　　　　 支援テーマ：
　　売上（年）：　　円
２．支援課題（専門分野）

３．支援情報
・支援提供の経緯
・支援開始時の事業状況と経営課題認識
・経営課題へのアプローチと支援策
・支援結果とその改善効果
（売り上げか○割増加した等、出来るだけ具体的にご記入下さい。）

※適宜、添付資料を付けていただいて構いません。



（様式５）
上級アドバイザー応募者の支援事例（記入例）
	上級アドバイザー応募者の氏名
●●　●●
所属機関名又は事務所名
公的支援機関実施事業の場合は支援機関名
１．支援先企業の基本情報
業種：製造業（チェーンソーの部品）　事業概要：チェーンソー部品の製造メーカー
規模　　　　　　　　　　期間：2008/7～2009/3　　月１回の相談
社員数　 ：××名　　　　　　　　　 2008/12～2009/6 　月３０時間程度の支援
売上（年）：約×億円　　　　支援テーマ：チェーンソー加工技術を活用した新規事業立案
２．支援課題（専門分野）

　技術のマッチング支援

３．支援情報
・支援提供の経緯
　　○○主催の新規事業セミナーに経営者×氏が参加
・支援開始時の事業状況と経営課題認識
国内住宅着工数の減少に伴い、チェーンソー需要の大幅な減少と・・・・・新たな収益源となる新規事業の開発が喫緊の課題であり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・経営課題へのアプローチと支援策
　特許を保持していた・・・という技術が使えると考え、これを同じく支援していた企業×社と共同で新たな製造法を開発し、それを共同受託する形で・・・・・・・・・・・・
・支援結果とその改善効果
　　×社と設立したジョイントベンチャーによる初年度受注件数は○○件。微増ながらも・・・
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